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をもって売上に計上する検収基準を
採用している。
　決算日までに機械の納品・組み立
て・試運転を行い、検収が完了してい
たが、検収完了通知書が遅れて届い
たため、検収の完了が確認できず、売
上の計上が漏れてしまった。

　検収基準による売上の計上
時期は、検収完了通知書が届
いた日ではなく、検収が完了した
日となります。
　従って、仮に決算期日を過ぎ
てから検収完了通知書が届い
たとしても、決算日までに検収が
完了している場合には、その売
上を計上することが必要です。

※請求締切日とは
　１ヶ月ごと、15日ごとなど、一定の期
間で売上を集計して請求をする期日
のこと。20日締め、月末締めなどが多
い。

主に製造業や建設業などで採用さ
れています。納品した機械や製品等
について、売上先で、検品や試運転な
どを行った結果として検収が完了し、
そのことをもって売上を計上します。
④工事完成基準

建設工事等が完成し、引き渡した日を
もって「引き渡しがあった日」とする基準
主に建設業などで採用されていま
す。なお、工期が１年以上、かつ請負
金額が10億円以上等の要件を満た
す場合には、工事の進行度合いに応
じて売上を計上する工事進行基準を
採用することもできます。
⑤役務完了基準

全ての役務提供が完了した日をもっ
て「引き渡しがあった日」とする基準
主にサービス業などで採用されてい

ます。
⑥使用収益開始基準

相手方において、使用収益ができる
こととなった日をもって「引き渡しがあっ
た日」とする基準
土地・建物等を販売する不動産業

などで採用されています。販売先にお
いて、不動産等を使用することが可
能となった日をもって売上計上の日と
します。
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～収益（売上）の正しい認識～

行日」や「現金を受け取った日」、「入金
があった日」ではありません。原則として、

が売上の計上時期となります。
（２）売上の計上基準
前述の売上の計上時期としての「そ
の引き渡しがあった日」又は「その役務
の提供が完了した日」は、業種や取引の
内容によって様々な時点が考えられま
す。この「売上を計上しなければならない
日」（以下、「引き渡しがあった日」と言い
ます。）がいつであるかを明確にするため
に、種々の売上計上基準が設けられて
います。この計上基準は主に以下のよう
な種類があり、取引の実態に即した最も
合理的と認められる計上基準を採用す
る必要があります。
①引渡基準

商品等を引き渡した日をもって「引き
渡しがあった日」とする基準
原則に基づいた計上基準であり、
主に小売業で採用されています。物の
引き渡しと同時に売上を計上します。
②出荷基準

会社から商品等を出荷した日をもって
「引き渡しがあった日」とする基準
卸売業や製造業などで採用されて

います。
③検収基準

売上先で検収が完了した日をもって
「引き渡しがあった日」とする基準

法人・個人を問わず、事業を行ってい
れば避けては通れないものに「税務調
査」があります。
日本の税制は、納税者が自ら申告し、
納税するという「自主申告納税制度」が
採用されています。このことから、納税者
自らが税法等に基づいて所得金額や
税額を計算し、申告及び納税を行うこ
ととなっています。その申告内容につい
て、税法等に基づいて正しく申告されて
いるかどうかを、税務署などが帳簿等を
確認する手続きが取られます。この確認
する手続きを「税務調査」と言います。
この税務調査で、収益の計上漏れや
費用・損失の過大計上等が指摘される
ことがあります。指摘を受けた場合は、
国税・地方税のほかに、加算税・延滞税
等を追徴されかねません。
特に収益及び売上については、収益
計上の認識の相違等により、「収益（売
上）の計上漏れ」という指摘を受けてし
まうケースも見受けられます。
今回は、収益のうち、特に売上につい

て、どういう場合に計上漏れと指摘され
るのかについて説明します。

（1）売上の計上時期
　売上を計上する時期は、「請求書発

【事例から学ぶ会計】シリーズ

■物品の引き渡しを要するもの
⇒その引き渡しがあった日

■役務の提供を要するもの
⇒その役務の提供が完了した日

　これらの売上の計上基準は、「継続
して適用すること」が要件となります。
　一度採用した計上基準は、販売契約
内容の変更などの正当な理由がない
限り、変更することはできません。

事例①：売上の計上時期の認識誤り
（引渡基準を採用）

▶商品を引き渡したが、まだ売上金を
受け取っていないため、売上の計上が
漏れてしまった。

　売上の計上時期は、現金で
の回収（入金）があった日ではな
く、商品等を引き渡した日となり
ます。従って、まだ現金等を受け
取っていないとしても、売上を計
上する必要があります。

続いて、売上が計上漏れとなるケース
について、いくつかの事例を業種別に
見ていきます。

事例⑥：敷金・保証金の償却
（使用収益開始基準を採用）

▶不動産（建物）を賃貸し、家賃１ヶ月
分20万円と敷金６ヶ月分（120万円）
を受け取った。賃貸借契約書におい
て、敷金は、退室時には家賃２ヶ月分
を償却する旨が記載してあるが、売上
への計上が漏れてしまった。

　不動産などの賃貸借契約に
基づいて受け取る敷金・保証金
のうち、返還を要しない金額に
ついては、その返還しないことが
確定した日（貸室等の引き渡し
のあった日又は契約の効力発
生の日）に売上を計上する必要
があります。
　今回の場合では、契約書に
おいて「敷金は、退室時には家
賃２ヶ月分を償却する」となって
いるため、貸室を引き渡した日
に、返還が不要である「家賃２ヶ
月分＝40万円」を売上に計上
することが必要です。

(２) 卸売業

事例②：売上の計上時期の認識誤り
（出荷基準を採用）

▶３月決算法人（請求締切日※は20
日）で、３月30日に商品を出荷したが、
期末現在ではまだ請求書を発行して
いなかったので、売上の計上が漏れて
しまった。

　出荷基準を採用しているた
め、たとえ請求書が未発行で
あったとしても、出荷した日（3月
30日）に売上を計上する必要が
あります。

(３) 製造業

事例③：売上の計上時期の認識誤り
（検収基準を採用）

▶食品機械製造業（食料品製造プラ
ントなどの機械を製造）で、機械を納
品し、売上先にて組み立て・試運転を
行った後、売上先の検収が完了した日

(５) サービス業

事例⑤：売上の未請求
（役務完了基準を採用）

▶運送業務を請け負い、配送が完了し
たが、配送伝票を無くしてしまったため、
売上の計上が漏れてしまった。

　役務の提供が完了した日にお
いて売上を計上することが必要
です。従って、売上計上の基とな
る「役務の提供が完了したこと」

これまで見てきたように売上が計上
漏れであるとの指摘を受けた場合、法
人税や所得税の計算上、所得金額が
増え、追徴税額が発生する可能性があ
ります。また、消費税も追加で納付税額
が発生することも考えられます。
税務調査があっても指摘を受けない

よう、これら売上の計上においては、判
断に誤りがないか日頃から気を付けてお
く必要があります。

次号においては、仕入・棚卸（原
価）における注意点について説明し
ます。

(1) 小売業

解説

解説

解説

(４) 建設業

事例④：引き渡した時期の認識誤り
（工事完成基準を採用）

▶改修工事の請負契約を締結し、当該
契約の工事が完成して引き渡しを行っ
たが、追加工事も行うこととなり、追加
工事についても請負契約を取り交わし
た。この追加工事分と合わせて請求を
行うこととしたため、売上の計上が漏れ
てしまった。

　当初の契約分は完成し、引き
渡しが完了しているため、請求を
行っているかどうかに関わらず、
その引き渡しの時点で売上を計
上する必要があります。
　なお、当初の工事が不完全
だったため追加工事を行う場合
は、そもそも当初工事が完了し
ていないので売上に計上する
必要はありません。

解説

２．業種別の売上計上漏れ
となりやすい事例

１．いつ売上に計上するのか

はじめに

解説

解説

まとめ

を証明する資料は重要ですが、
もしこれが無い場合でも、見積り
等を基に売上を計上する必要が
あります。

(６) 不動産賃貸業
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